西大阪地区の津波対策に関する技術検討委員会設置要綱

（名称）

第１条　本委員会は、「西大阪地区の津波対策に関する技術検討委員会（以下、「委員会」という。）」と称する。

　（目的）

　第２条　委員会は、大規模地震やそれに伴う大津波に対して、東南海・南海地震とそれを上回る津波外力を想定し、既存の防潮施設の耐力を評価して損傷状況等の把握を行うとともに、これらの結果を踏まえて、施設毎に操作する場合と操作しない場合などの組合せによるシミュレーションを実施し、津波伝播の挙動とそれに伴い発生する短期及び長期的な二次災害の検証も行い、津波発生時における西大阪地区の防潮施設群の統合管理及び操作体制等のあり方について検討を行うことを目的とする。
　（組織）

第３条　委員会は、別表に示す者により組織する。

２　委員は津波対策に関し、優れた見識を有する者のうちから知事が委嘱する。

　３　委員の任期は、委嘱日から平成２５年３月３１日までとする。
ただし、再任は妨げない。

（委員長）

第4条 　委員会には、委員長を置く。

２　委員長は、委員会で委員の互選により定める。

３　委員長は、委員会の会務を総括する。

４　委員長に事故ある時は、委員長があらかじめ指名する委員が職務を代理する。

（議事）

第5条 　委員会は、委員長が招集し議事をすすめる。

２　委員長は、必要に応じて、委員以外の出席を求めることができる。

（庶務）

第６条　委員会の庶務は、大阪府都市整備部河川室河川環境課において行う。

（その他）

第７条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が別に定める。

附則

　　この要綱は平成23年11月11日から施行する。
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